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To clarify the influence of discharge coordination in medium-sized hospitals, the effect
and challenges of such coordination were examined involving medical institutions throughout
Japan. Discharge coordination was performed in 92 facilities (96.8%). Half of the patients were
elderly, and many of them had chronic diseases in these facilities. On analyzing the effect of
discharge coordination, <discharge that satisfies the patient’s family> was correlated with <
a reduced burden on family caregivers>, <promoted trust>, <increases in the numbers of pa-
tients discharged home/resocialized>, <creating effective discharge plans>, and <promoting
collaboration with other professionals>. As for the challenges, <the terminal stage> was cor-
related with <difficulty in finding an appropriate discharge destination>, <the necessity of
continued medical care>, <insufficient caregiving skills of family members>, and <difficulty
in providing home care due to the patient’s condition>.
キーワード：中規模病院、退院調整、高齢者、慢性期疾患、ターミナル期
Key words：medium-sized hospitals, discharge coordination, elderly, chronic diseases, terminal stage
― 1 ―
Ⅰ はじめに
わが国の医療提供は介護保険制度の導入に伴い、急性
期から病期を移行した患者の医療では、地域の医療や介
護、福祉の社会資源との連携を強化して、サービスが途
切れないように繋いでいく地域完結型医療への転換が進
められている1）。この繋ぐという医療ソーシャルワーク
は医療ソーシャルワーカーと社会福祉士により取り組ま
れてきた2）。退院に関わる課題は1990年代から指摘され
ている。具体的には SW配置の不足や病院全体の認識
不足、システム化の遅れ等が挙げられていた3）。しかし、
近年においても医療機関の従事者をみると社会福祉士は
少ない4）。全ての入院患者に対応することは困難であり、
専門職チーム全体で取り組む必要がある5）。宇都宮は退
院調整の時間を3段階に分けたシステムを構築した6）。
第1段階である退院調整が必要な患者の早期把握は外来
看護師・病棟看護師、第2段階である医療・ケア継続の
ための看護介入と院内チームのアプローチは退院調整専
門部署のサポートを受けながら病棟看護師が主体的に取
り組み、第3段階の退院を可能にする制度・社会資源と
の連携・調整は退院調整部署が行うとしている7～8）。
専門職者を対象にした先行研究では、病棟看護師によ
る退院調整の必要性の理解に深まりがあるものの支援体
制の拡充と整備が課題であることや、患者・家族の相談
先が明確でないこと、調整に必要な時間の確保不足9）～11）
が明らかにされている。
患者家族を対象にした研究では、受けた支援の満足度
は高い一方で患者にわかる連携体制の不足が指摘さ
れ12～14）、特定機能病院における効果的なスクリーニング
項目等も検討されている15～16）。
在宅ケアにおいては1980年代から高齢者を対象とした
在宅サービスは保健師による家庭訪問に留まらず訪問看
護活動の法制度化等により、病院から自宅への継続看護
のあり方が進められている17）～19）。しかし、人口の高齢
化、医療の高度化が進むなかでの在院日数の減少、疾病
による障害の慢性および長期化や世帯構成員数の減少に
よる介護問題等により、退院に関わる支援はますます必
要になってきていると考えられる。
これまでの先行研究では、退院調整部門の連携強化の
他に在宅福祉サービスとの連携の重要性が定量および定
性的研究から明らかにされており、いずれにおいても早
期介入の必要性が示唆されているものの、介入時期によ
る効果を検証したものはほとんど見られなった20）～30）。
そこで、全国の病院施設における早期退院を目指した
退院支援および退院調整に関わる課題を検証し、看護師
が行う退院に向けた支援の一助を得たいと考える。
Ⅱ 研究目的
本研究では、入院患者の特徴を明らかにし、退院調整
による影響を検討することを目的とした。
Ⅲ 用語の定義
退院調整とは、患者が安心・納得して退院し、早期に
住み慣れた地域で療養や生活を継続できるように、入院
早期より退院困難な要因を有する者を抽出し、適切な退
院先に適切な時期に退院できるよう、退院支援計画を立
案し、当該計画に基づいた支援31）とする。
地域医療支援病院とは、紹介患者に対する医療提供、
医療機器等の共同利用の実施等を通じて、第一線の地域
医療を担うかかりつけ医、かかりつけ歯科医等を支援す
る能力を備え、地域医療の確保を図る病院として相応し
い構造設備等を有する、患者に身近な地域で医療が提供
される病院32）とする。
在宅療養支援病院とは、在宅医療を担当する病院であ
り、24時間体制であること、病院や訪問看護ステーショ
ンと連携して、24時間の往診や訪問看護の提供が可能な
体制を確保している病院33）とする。
DPC（Diagnosis Procedure Combination）は、「診断
群分類」を意味する日本独自の急性期入院医療の1日当
たりの包括支払い方式である。診断群分類は、医療資源
の必要度と臨床の類似性に基づき、患者分類するもので
ある34）。DPC対象病院およびDPC準備病院とは、これ
らを採用した病院とする。
Ⅳ 研究方法
全国の100床から400床の一般病棟を有する中規模の病
院306施設の退院調整業務を担う看護師を対象に調査を
行った。2012年5月12日～2012年5月26日、自記式調査
票を用いて調査した。
調査票は先行研究35）等を参考に、病院概要、入院患者
情報、退院調整部門の構成員、退院調整に関する現任教
育、現在の退院調整の内容や効果等とした。現在の退院
調整の内容や効果については、「非常に効果有り」「効果
有り」「効果が不十分」「全く効果が無い」の4件法選択
肢により回答を求めた。十分にできなかった影響につい
ては、「非常に影響有り」「影響有り」「あまり影響無し」
「全く影響無い」の4件法選択肢により回答を求めた。
調査票の集計結果は98施設（回収率32．0％）の回答が
得られた。そのうち、100床未満であった3施設を除外
し、分析対象を95施設、有効回答率は96．6％であった。
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図1 75歳以上の患者が占める割合
Ⅴ 分析方法
統計解析には SPSS 25 J for Windows を使用した。各
質問項目に対する回答について、各選択肢の度数分布と
構成割合を算出した。次に、各項目得点間の相関関係を
みるために Spearman の相関係数を用いた。有意水準は
1％もしくは5％とした。
Ⅵ 倫理的配慮
自記式調査票を用いて行うため、病院長および看護管
理者には研究趣旨および研究依頼書とともに調査用紙を
送付して、同意を得た。同意が得られた場合のみ強制力
が働かないような配慮のもと、退院調整業務を担う看護
師への配布を依頼した。研究依頼書には業務を優先して
もらう、匿名性の確保、研究参加の自由と不参加による
不利益を生じない、研究以外の目的では使用しない、個
別に準備した返信用封筒による調査票の返信をもって同
意を得られたことにすることを明記した。なお、Ａ学校
研究倫理審査員の倫理審査の承認を得て実施した。
Ⅶ 結 果
1．医療機関の特徴
医療機関種別や認可病床数、退院調整活動の担い手お
よび退院調整の開始時期については表1に示した。
医療機関は、「DPC対象病院およびDPC準備病院」
の認可施設が70施設（73．7％）と最も多く、次いで「地
域医療支援病院」が32施設（33．7％）、「在宅療養支援病
院」は2施設（2．1％）であった。病床数は、200床から
300床未満が35施設（36．8％）と多く、100床から200床
未満が25施設（26．3％）、300床から400床未満が24施設
（25．3％）であった。
退院調整の活動は92施設（96．8％）で取り組まれてい
た。退院調整を担う職種は、看護師が88件（92．6％）、
医療ソーシャルワーカーが89件（93．7％）、その他の職
種が10件（10．5％）から回答が得られた。また75施設
（78．9％）で看護師と医療ソーシャルワーカーの協働に
よって退院調整が行われていた。一方で退院調整の取り
組みが行われていない施設も1施設あった。
病棟看護師による退院調整活動が始まる介入時期は、
「入院時から」が42件（44．2％）、「入院初期から」が40
件（42．1％）、「入院中期から」が36件（37．9％）、「医師
による退院許可後から」は27件（28．4％）であった。
2．入院患者の特徴
入院患者に占める75歳以上の患者割合は、「約70％」
が34施設（35．8％）、「約50％」が23施設（24．2％）であっ
た。
75歳以上の入院患者の疾患については複数回答を求め
た。多かったのは「肺炎」92件（96．8％）であった。次
いで「心疾患」91件（95．8％）、「悪性新生物」86件
（90．5％）、「脳血管障害」85件（89．5％）、「消化器疾患」
83件（87．4％）、「糖尿病」81件（85．3％）、「下肢の骨折」
80件（84．2％）、「高血圧」79件（83．2％）、「腰椎圧迫骨
折」74件（77．9％）、「脱水症」71件（74．7％）、「その他
の呼吸器疾患」70件（73．7％）、「認知症」69件（72．6％）
であった。
3．退院調整の効果
各項目得点間をみるために信頼係数を計算した結果、
退院調整の効果のCronbach α係数．713、十分にできな
表1 対象の属性
項 目 n ％
医療機関種別（複数回答）
DPC対象病院および準備病院
地域医療支援病院
在宅療養支援病院
70
32
2
73．7
33．7
2．1
認可病床数
100床から200床未満
200床から300床未満
300床から400床未満
400床以上
25
35
24
11
26．3
36．8
25．3
11．6
退院調整活動
有り
無し
92
1
96．8
1．1
退院調整を担う職種（複数回答）
医療ソーシャルワーカー
看護師
その他の職種
医療ソーシャルワーカー＋看護師
89
88
10
75
93．7
92．6
10．5
78．9
病棟看護師による介入時期（複数回答）
入院時
入院初期
入院中期
医師による退院許可後
42
40
36
27
44．2
42．1
37．9
28．4
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かった影響のCronbach α係数．748であった。
本研究で測定した変数の平均値および標準偏差と変数
間の関連について表3・4に示す。その結果、退院調整
の効果では、「患者家族の納得のいく退院」と「家族介
護者の負担軽減」、「患者家族からの信頼の高まり」に中
等度の相関があり、「自宅復帰・社会復帰者の増加」、「有
効な退院計画立案」、「他職種との連携強化」とは弱い相
関があった。「家族介護者の負担軽減」と「患者家族か
らの信頼の高まり」、および「他職種との連携強化」と
「有効な退院計画立案」とは中等度の相関がみられた。
十分にできなかった影響では、「ターミナル期にある」
と「退院転院先が見つからない」、「継続医療が必要」に
中等度の相関があり、「患者家族の介護力の不十分」、「患
者の状態により在宅介護が困難」とは弱い相関があっ
た。「家族介護の介護力の不十分」と「退院転院先が見
つからない」とは中等度の相関がみられた。
退院調整による効果および影響と退院調整の介入時期
は統計学上の有意差は無かった。
Ⅷ 考 察
1．医療施設の特徴について
分析対象とした医療施設の33．7％が地域の二次医療を
担う中核病院であることが伺えた。地域医療支援病院が
偏在している現状を踏まえる、この割合では二次医療圏
の医療提供体制が十分に整えられているとは言い難い。
また、73．7％がDPC認可施設であったことから、多く
の病院が一定水準の医療を提供し、必要以上の入院加療
が避けられるようになり、在院日数短縮に繋がっている
と言えよう。しかし、在宅療養支援病院の設置は少なかっ
た。在宅療養支援病院は国の推奨する地域包括ケアシス
テムにおいて重要な役割をもつ病床36）であるが、許可病
床数200床未満の病院では、当直医以外の往診医を配置
できないことなどの困難さがあるとも考えられる。
退院調整については、認識が広がるような取り組みが
進んでいることが明らかになった。さらに、他職種チー
ムによる支援が行われていた。退院調整は短期間に意思
決定を求める場面があり、支援業務の役割の重複、もし
くは縦割りになってしまうことで支援が抜け落ちる事項
がある。チーム医療は医療に従事する多種多様な医療ス
表2 75歳以上の入院患者の傷病や状態（複数回答）
傷病や状態 件数 ％
肺炎
心疾患
悪性新生物
脳血管疾患
消化器疾患
糖尿病
下肢の骨折
高血圧
腰椎圧迫骨折
脱水症
呼吸器疾患（肺炎を除く）
認知症
92
91
86
85
83
81
80
79
74
71
70
69
96．8
95．8
90．5
89．5
87．4
85．3
84．2
83．2
77．9
74．7
73．7
72．6
表3 退院調整による効果を測定した変数間の関連
平均 標準偏差 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
①患者家族の納得のいく退院 3．08 0．49 ―
②家族介護者の負担軽減 3．17 0．46 ．414＊＊ ―
③自宅復帰社会復帰者の増加 2．67 0．61 ．356＊＊ ．163 ―
④有効な退院計画立案 2．94 0．63 ．364＊＊ ．152 ．246＊ ―
⑤他職種との連携強化 3．25 0．60 ．303＊＊ ．035 ．239＊ ．430＊＊ ―
⑥患者家族からの信頼の高まり 3．14 0．47 ．447＊＊ ．423＊＊ ．352＊＊ ．192 ．278＊ ―
⑦在院日数の短縮 2．81 0．65 ．258＊ ．181 ．323＊＊ ．069 ．162 ．222＊ ―
⑧地域からの信頼の高まり 2．86 0．52 ．196 ．150 ．145 ．122 ．126 ．264＊ ．112 ―
＊p<.05、＊＊p<.01
表4 退院調整による影響を測定した変数間の関連
平均 標準偏差 ① ② ③ ④ ⑤
①患者家族の介護力の不十分 3．50 0．57 ―
②退院転院先が見つからない 3．34 0．63 ．413＊＊ ―
③患者の状態により在宅介護が困難 3．34 0．65 ．366＊＊ ．266＊ ―
④継続医療が必要 2．94 0．72 ．352＊＊ ．201 ．399＊＊ ―
⑤ターミナル期にある 3．22 0．69 ．393＊＊ ．406＊＊ ．350＊＊ ．422＊＊ ―
＊p<.05、＊＊p<.01
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タッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を共
有し、業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患
者の状況に的確に対応した医療を提供する37）ことであ
り、患者や家族の負担が少ない退院調整には、時には効
率性を求めないことや日ごろからの専門職種間の交流の
機会が必要であると考える。
2．入院患者の特徴と退院調整の効果や影響について
75歳以上の入院患者の割合が5割以上を占める病院
は、分析対象の半数を占めていた。その患者は加齢に伴
う身体機能や免疫機能の低下・脆弱化に起因する疾患38）
や、慢性期疾患である肺炎・心疾患、悪性新生物が多かっ
た。これらは傷病分類別医科診療医療費割合の上位と同
様であり39）、軽快と再燃を繰り返し要介護状態に陥りや
すい40）。
このようなハイリスク患者の支援として早期とは言い
難いものの、退院調整による効果の得点は高かった。患
者や家族の納得いく退院調整は家族介護者の負担軽減と
なり、患者や家族からの信頼の高まりに関連する。しか
し、退院調整が十分にできなかった一因に患者がターミ
ナル期であることが関係していることも明らかになり、
継続医療の必要と患者家族の介護力に関連していた。先
行研究では年齢が退院支援の阻害となるか否かは結論に
達していない41）～43）一方で、高齢者へのケアプロセスに
おいて多職種連携は再入院率の抑制につながることも報
告されている44）。また、がん患者の自宅退院を困難にす
る要因に関する研究45）では、せん妄と独居が影響された
ことを明らかにしている。患者と家族が退院準備を進め
る体制は満足につながり46）、がん終末期患者については
入院前から病態や症状マネジメントとともに患者の思い
を理解し意思決定への支援が、在宅における医療・介護
体制の調整となり満足につながったことが報告されてい
る47）。本研究においても他職種連携が専門能力を生かし
た有効な退院計画の実践がなされていたと考えられる。
また、医療従事者の思考は one of themに陥りがちなの
に対して、常に0か100かという心境にならざるを得な
い48）ことが指摘されており、介護力が脆弱な高齢者世帯
の患者や家族の不安に心を配り、支援することが求めら
れていると考える。
また、本研究で多かった心不全は予後予測が難しい疾
病であり長い経過の中にある重要な局面において話し合
うことが必要とされる49）。入退院はその機会となりうる
ため、家族間のコミュニケーションを促す支援が必要だ
と考えられる。
Ⅸ 本研究の限界
本稿は中規模の病院の退院調整業務を担う看護師を対
象に退院調整の内容や効果を検討した2011年の調査であ
り、退院調整による効果などの得られた知見を一般化で
きるとは言えない。退院先や在宅医療の推進が加速する
ることが期待されるなか、2018年度診療報酬改定では入
院前から入院生活と退院後の生活を見据えて行う支援と
して入院時支援加算が新設された。これにより退院調整
の介入時期が早期へと移行すると考えられる。今後は、
診療報酬や医療法改正のみならず、疾病構造や医療提供
体制等の地域の特性、関連法規の影響を検討する必要が
ある。
COI 開示
本研究に関連し、開示すべきCOI 関係にある企業は
ない。
付 記
本研究にご協力いただきました看護師の皆さまに深謝
申し上げます。
引用文献
1）厚生労働省：医療制度改革関連法に関する都道府県
説明会配布資料，（2011）
2）医療社会福祉協会：医療ソーシャルワーカーの業務
指針，（2002）http://www.jaswhs.or.jp/upload/Img
_PDF 2019年9月10日閲覧
3）手島陸久，新井敦子，石垣靖子，草水美代子，河北
博文，高田玲子，田中千枝子，中谷陽明，中村雪江，
堀越由紀子，渡辺姿保子：“退院計画”，p．41
（1996），（中央法規）
4）厚生労働省：平成24年度 医療施設（動態）調査・
病院報告の概況，（2011）https://www.mhlw.go.jp/
toukei/saikin/hw/iryosd/12/dl/byoin.pdf 2019年
9月10日閲覧
5）宇都宮宏子，篠聡子，長濱あかし，高崎良子，西村
かおる，三富陽子，法月章子，宇野さつき，藤原恵
美子，三輪恭子：“退院支援実践ナビ”，p．13
（2011），（医学書院）
6）前掲5）p18
7）前掲5）p19
8）宇都宮宏子：病院から地域への療養移行期の看護マ
ネジメントを体系化する（看護管理），23（12），p
998（2013）
9）松永篤志，永田智子，村嶋幸代：特定機能病院にお
ける病棟看護師の退院支援についての認識および実
施状況―退院支援部署の有無による比較に焦点を当
てて―（病院管理），41（3），p21（2004）
10）樋口キエ子，原田静香，カーン洋子，金子裕子：大
― 5―
学病院療養指導室における退院支援の実態と退院支
援体制の検討（第2報）―家族介護者の視点をつう
じて―（順天堂大学医療看護学部医療看護研究），
3（1），p90（2007）
11）北川恵，岩郷しのぶ，細見明代，宮本節子，山本さ
かえ，砂川小織，林弥生：急性期病院の退院調整に
携わる病院看護師の在宅移行連携の実態と認識（看
護展望），34（13），p83（2009）
12）丸岡直子，佐藤弘美，川島和代，伴真由美，小松妙
子：退院患者に提供された看護サービスの実態から
みた退院調整における病院看護師の役割（石川看護
雑誌），1，p33（2004）
13）カーン洋子，樋口キエ子，原田静香，金子裕子：大
学病院療養指導室における退院支援の実態と退院支
援体制の検討（第1報）（順天堂大学医療看護学部
医療看護研究），3（1），p82（2007）
14）高原昭：急性期病院での認知症者の退院調整 PPC
方式導入による効果（看護学雑誌），p33（2010）
15）前掲5）．p1
16）大竹まり子，田代久男，井澤輝美，佐藤洋子，赤間
明子，鈴木育子，小林順子，細谷たき子，佐藤千史，
木村理，叶谷由佳：特定機能病院における病棟看護
師の判断をもとにした退院支援スクリーニング項目
の検討（山形大学紀要），26（1），p11（2002）
17）宇都宮宏子：病棟から始める退院支援・退院調整の
実践事例，日本看護協会出版会．p1（2009）
18）村嶋幸代，永田智子，春名めぐみ：訪問看護―病院
から訪問看護ステーションへ―（看護研究），35
（1），p15（2008）
19）大野かおり，熊川ケイ，西浦郁恵，森田愛子，藤原
智恵子，松浦由紀子，服部素子：在宅ターミナルケ
アに関する研究（その2）―訪問看護ステーション
における取り組みの現状と課題―（神戸市看護大学
短期大学部紀要），22，p55（2003）
20）前掲9）p21
21）前掲10）p90
22）前掲11）p33
23）前掲15）p11
24）前掲17）p36
25）中谷久恵，島内節：利用者満足度による在宅ケアマ
ネジメントの評価に関する研究（日本在宅ケア学会
誌），4（1），p36（2000）
26）只浦寛子，遠藤幸子，橋本杏子，三原利江子，鴨田
玲子，石垣ひで，上田笑子：退院阻害要因間の関係
と在院日数を規定する因子（宮城大学看護学部紀
要），9（1），p67（2006）
27）上原正希：医療ソーシャルワーカーの業務における
制約について（新潟青陵大学紀要），7，p7（2007）
28）蒲生智茂：「医療の質」と「チーム医療」の関係性
の一考察―クリニカルパス活用による一貫性のある
医療の実現―（立命館経営学），47（1），p163（2008）
29）伴真由美，丸岡直子，川島和代，小松妙子，佐藤弘
美：病院看護師長からみた退院調整の現状と課題
（石川看護雑誌），2，p33（2008）
30）石橋みゆき，吉田千文，木暮みどり，津野祥子，丸
谷美紀，雨宮有子，樋口キエ子，諏訪部高江，佐瀬
真粧美，葛西好美：退院支援過程における退院調整
看護師とソーシャルワーカーの判断プロセスの特徴
（千葉看会誌），17（1），p1（2011）
31）厚生労働省：平成24年度診療報酬改定．（2012）．
32）厚生労働省：地域医療支援病院について，（2011）
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r985200000253
pd-att/2r985200000253tc.pdf 2019年9月30日閲覧
33）厚生労働省：特掲診療料の施設基準等，（2009）
https://www.mhlw.go.jp/topics/2008/03/tp0305-1.
html 2020年1月5日閲覧
34）日本看護協会：診療報酬・介護報酬の手引き 第4
版 平成21・22年改訂対応，p1（日本看護協会），
（2010）
35）永田智子，大島浩子，田畑まりえ，村嶋幸代，鷲見
尚己，春名めぐみ：退院支援の現状に関する全国調
査―病院における退院支援の実施体制に焦点を当て
て―（病院管理），41（1），p301（2004）
36）e-Stat：平成24年度国民医療費，（2012）https://
www.e-stat.go.jp 2019年9月13日閲覧
37）厚生労働省：チーム医療の推進について、チーム医
療の推進に関する検討会報告書，（2010）
38）日本老年医学会：老年医学テキスト 改訂第3版，
（2008），（メジカルビュー社）
39）厚生労働省．人口動態統計年報 主要統計表，第8
表 死因順位別にみた年齢階級・性別死亡数・死亡
率．（2018） https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin
/hw/jinkou/suii03/index.html 2019年9月30日 閲
覧
40）厚生労働省：平成28年国民生活基礎調査の概要，
（2016）https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/k-tyosa/k-tyosa16/index.html 2020年1月6日 閲
覧
41）沖佐々木直恵，中島亜友美，後藤ヨシエ，寺谷愉利
子：退院支援の阻害要因分析―訪問看護師・病棟看
護師・外来看護師への調査から―、日本看護学会論
文集 地域看護（日本看護学会），44，p89（2014）
42）上田奈々，森本保，山本初美：退院調整看護師―退
院を規制する因子と退院調整業務を円滑にする新し
い試み―（日本医療マネジメント学会誌），11（3），
p184（2010）
― 6―
43）田口敦子，奥田春花，吉田和子，五十嵐ひとみ，佐
藤裕子，佐々木夫起子，山内かず子，永田智子：大
学病院における退院支援スクリーニング指標の基準
関連妥当性の検討（東北大学医学部保健学科紀
要），24（1），p19（2015）
44）Daksha Trivedi, Claire Goodman, Heather Gage, Na-
tasha Elmore: The effectiveness of inter-professional
working for older people living in the community. A
systematic review. Health & Social Care in the
Community.,21．p113（2013）
45）長島渉，崎山奈津子，鈴木大吾，渡邉啓介，水野る
み子，鈴木利恵，森本優子，望月寿人，會津恵司：
自宅退院の意向を持つがん入院患者の自宅退院を困
難にする要因（Palliat Care Research），11（4），p
282（2016）
46）楠本順子，川崎浩二：満足度調査による退院支援の
評価，日本医療マネジメント学会雑誌 9（2），p
322（2008）
47）宇都宮宏子，山田雅子，：看護がつながる在宅療養
以降支援，p1，（日本看護協会出版会），（2014）
48）水本清久，岡本牧人，石井邦雄，土本寛二：実践チー
ム医療論 実際と教育プログラム，p1（医歯薬出
版株式会社），（2011）
49）Amy Gadoud, Shona MM Jenkins, Karen J Hogg:
Palliative care for people with heart failure: Sum-
mary of current evidence and future direction. Pal-
liative Medicine.,27（9）．p822（2013）
― 7―
